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意見 書 の 内 容 








宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 21 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 
防衛 大 臣 
【 件 名 】 安 全 保障 関連 法 の 廃 

















求め る 。 





























憲法 違反 と 指摘 され 、 国 民 の 多数 が 反対 し て いる 中 で 強行 採決 され た 安全 保障 関連 法 
を 強く 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 


止 を 求め る 意見 書 
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本 年 9 月 19 日 、 参議 院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 、 十分 な 国会 審議 を 経る こと な 


く 可決 ・ 成 立 し た 。 
この 法律 は 、 安 倍 内 閣 が 集団 的 自 



































の 国際 平和 支援 法 で ある 。 
国会 の 審議 を 通じ て 憲法 直 反 の 法 
戦乱 の 続く 地域 で の 治安 維持 活動 、 
まで 輸送 で きる と する 後方 支援 活動 
















































































の 憲法 学者 、 内 閣法 制 局 長官 経験 者 、 


























と 断 じ た こと は 極め て 重大 で ある 。 
各種 世論 調査 で も 、 審 議 を すれ ば 
































撃 事態 法 、P KO 法 な ど 既 存 の 10 の 法律 を 一 括 し て 改正 する 平和 安全 法制 整備 法 と 、 新法 




















衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行い 、 武 力 攻 
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律 で や る こと が 明白 と な り 、 戦 闘 地域 で の 兵 敵 活 動 、 
核 兵 益 ・ 毒 ガス 兵器 ・ 劣 化 ウ ラン 弾 や クラ スタ ー 爆 弾 
は 憲法 が 禁じ る 武力 行使 その も の と な る 。 圧倒 的 多数 


最高 裁 長官 経験 者 が 、 安 全 保障 関連 法案 は 「 違 憲 」 







































































する ほど 、 国 民 の 多数 が 安全 保障 関連 法案 に 「 反 対 」 








の 声 が 広がり 、「 今 国会 で 成立 させ る べき で な い 」 が 6 割 を 超え 、「 政 府 の 説明 が 不 十 分 」 





と する も の が 8 割 を 超え た こと は 、 














国民 の 理解 が 得 ら れ な か っ た こと を 示す も の で ある 。 





















































スー ダン の P KO 活動 で の 駆け つけ 
戦争 法 と も いう べき 安全 保障 関連 法 
て 重大 な 事態 で あり 、 徹 底 し た 審議 

よっ て 、 憲 法 の 根幹 に 係わる この 
て 遺 眉 で ある こと か ら 、 国 に お いて 















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 
































国会 審議 の 中 で は 、 自衛隊 の 内 部 文書 も 明らか に な り 、「 軍 軍 間 の 調整 所 の 設置 」 や 「 南 








警護 の 実施 」 な ど 、 国 会 と 国民 に も 示さ れ な いま ま 、 
の 成立 を 前 提 と し た 具体 化 が 図ら れん て いた こと は 極め 
が 求め られ る も の で ある 。 

法律 が 十分 な 審議 を 行う こと な く 成 立 し た こと は 極め 
は 、 安 全 保 障 関 連 法 を 廃止 する よう 強く 求め る 。 




































































に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 外務 大 臣 、 防衛 大 臣 、 


内 閣 官 房 長官 


【 件 名 】 安 全 保障 関連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 











去る 9 月 19 日 、 参議 院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 、 十分 な 国会 審議 を 経る こと な 








く 可 決 ・ 成 立 し まし た 。 

















これ まで 、 歴 代 政 権 が 憲法 9 条 の 下 で は 許さ れ な いと し て きた 憲法 解釈 を 大 転換 し 、 集 























団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 開 議 決定 が 行わ れ 、 国 












































際 平 和 支 援 法 の 新設 や 、 平 和 安 全 法制 














整備 法 に より 武力 攻撃 事態 対処 法 や P KO 協力 法 な ど 既 存 の 10 の 法律 が 一 括 し て 改正 さ 


%M し ま し だ 。 



































法 が 禁じ る 武力 行為 その も の で あり 、 憲 法 違 反 で ある こと が 国民 の 前 











多く の 憲法 学者 や 内 閣法 制 局長 官 経験 者 、 





最高 裁 

















は 違憲 で ある と 断 じ た こと は 極め て 重大 で あり 、 大 多数 の 左 
安全 保障 関連 法 成立 直後 の 各種 世論 調査 に お いて も 、 
i し な い 」 と する 回 答 が 多く 出さ れ て お り 、 





























に つい て 評 f 
て いな いこ と を 端的 に 示す も の で あり ます 。 























よっ て 、 こ の 法律 は 十分 な 審議 が 尽く され た うえ で 成立 し た と は 
主 主 議 を 踏ま えた 国民 的 合意 を 得る 必要 が ある こと か ら 、 第 189 后 
































障 関連 法 に つい て 、 廃 止 す る こと を 求め る も の で す 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 




















まれ る 可能 


判 所 」 





国会 の 審議 で は 、 後 方 支援 活動 に は 、 戦 闘 地 域 で の 兵 敵 活動 や 、 
安 維持 活動 、 大 量 破壊 兵器 等 の 輸送 まで も が 含 





性 が 示さ れ 、 こ れ ら の 活動 は 憲 








戦乱 の 続く 地域 で の 治 
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「 政 府 の 説明 


官 経験 者 が 、 安 全 保障 関連 法案 


民 の 本 意 で あり ます 。 


この こと は 、 


に 明白 に な り ま し た 。 























が 不 十分 」、「 同 法 成立 
国民 の 理解 が 得 ら れ 


\ え ず 、 立 憲 主 義 ・ 民 














国会 で 成立 し た 安全 保 














出し ます 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 副 知事 、 岩 手 県 保健 福祉 部 長 、 岩 手 県 総務 部 長 
【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に お いて 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 














県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に お いて 、 就 学 前 児童 及び 妊産婦 に つい て は 、2016 年 8 
月 より 現物 給付 を 導入 する 方 針 で す が 、 そ の 他 の 助成 制度 対象 者 は 償還 払い の まま で す 。 
貫 司 払い は 、 医 療 機関 を 受診 し た 際 に 窓口 で 一 旦 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 
額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻さ れ ま す 。 
一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓 口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済 
み 、 東 北 で は 秋田 県 や 山形 県 が 全て の 制度 で 現物 給付 を 導入 し て いま す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 上 
の 支払 い が 不要 な こと で す 。 そ の た め 、 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
つなげ る こと が で きま す 。 
また 、 償 居 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申 請書 の 手続 き が 不要 と な り ま す 。 市 
町 に と と っ て は 、 償 人 居 払 い に 係 る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 と な り ま す 。 医 療 機関 に と っ 
て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) へ の 貼付 が 不要 と な り 
E す 。 
以上 の 点 か ら 、 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ます 。 
記 
1 県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 全て 現物 給付 と する こと 。 
















































































































































































































































































9 上 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 

















す 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


総務 大 臣 
【 件 名 】 地 方 自治 体 の 医療 費 助 成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 削減 
の 撤廃 を 求め る 意見 書 



































地方 自治 体 が 行っ て いる 医療 費 助 成 制 度 に つい て 、 そ の 給付 方 法 の 一 つ で ある 現物 給付 
は 、 医 療 機関 窓口 に お いて は 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済む 方 法 で す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 上 
の 支払 い が 不要 で ある た め 、 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つなげ る こ 
と が で きま す 。 
また 、 一 方 の 給付 方 法 で ある 償 居 払い の 際 に 必要 と な る 医療 費 助 成 給付 申 請書 の 手続 き 
が 不要 と な り ま す 。 市 町 に と っ て は 、 償 人 本 払い に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 と な り 
ます 。 医療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) 
へ の 貼付 が 不要 と な り ま す 。 
し か し 、 現 物 給 付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国民 健康 保険 に 係る 国 か ら の 国庫 負 
担 金 が 削減 さき まれ て し まい ます 。 

な ぜ 国 は 、 住 民 の 健康 の た め に も 愚者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し て ペナルティ を 
科す の で し ょ うか 。 
そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 日 本 国 憲法 第 25 条 で 規定 され る よう に 国 の 責務 で は 
な いで し ょ うか 。 

以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ます 。 
記 
1 国 は 、 地 方 自治 体 の 医療 費 助 成 制 度 で 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 国民 健 
康 保険 に 係る 国庫 負担 金 の 削減 を や め る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 
安全 保障 法制 担当 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 安全 保障 関連 法案 の 強行 採決 に 抗議 し 第 189 回 国会 で 成立 し た 安全 保障 関 
連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 
憲法 違反 と 指摘 され 、 国 民 の 多数 が 反対 し て いる 安全 保障 関連 法案 が 、 強 行 採決 され た 
こと に つい て 抗議 する と と も に 、 第 189 回 国会 で 成立 し た 安全 保障 関連 法 の 廃止 を 強く 求 
め る 。 
去る 9 月 19 日 、 参議 院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 、 十分 な 国会 審議 を 経る こと な 




















く 可 決 ・ 成 立 し た 。 
この 法律 は 、 安 倍 内 閣 が 集団 的 自 


a 
華 事 明 

















衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 



























































法 、P KO 法 な ど 既 存 の 10 の 法律 を 一 括 し て 改正 する 平和 安全 法制 整備 法 と 、 新法 


変更 を 行い 、 武 力 攻 









































ムー 
の 国際 平和 支援 法 で ある 。 
千 会 の 審議 を 通じ て 憲法 違反 の 法律 で ある こと が 明白 と な り 、 戦 闘 地 域 で の 兵 羊 活動 、 



































戦 和 坊 の 続く 地域 で の 治安 維持 活動 、 核 兵器 ・ 毒 ガス 兵器 ・ 劣 化 ウ ラン 



























































と 断 じ た こと は 極め て 重大 で ある 。 




















まで 輸送 で きる と する 後方 支援 活動 は 憲法 が 禁じ る 武力 行使 その も の 
憲法 学者 、 内 閣法 制 局 長官 経験 者 、 最 高裁 長官 経験 者 が 、 安 全 保障 関連 法案 は 「 違 憲 」 














弾 や クラ スタ ー 爆 弾 
と な る 。 圧倒 的 多数 


























各種 世論 調査 で も 、 審 議 を すれ ば する ほど 、 国 
の 声 が 広がり 、 
明 が 不 十分 」 と する も の が 8 割 を 超え た こと は 、 国 民 の 
も の で ある 。 




































































民 の 多数 が 安全 保障 関連 法案 に 「 反 対 」 
「 今 (第 189 回 ) 国会 で 成立 させ る べき で な い 」 が 6 割 を 超え 、「 政 府 の 説 
E 解 が 得 ら れ な か っ た こと を 示す 


























国会 審議 の 中 で は 、 






































ヨ 衛 隊 の 内 部 文書 も 明らか に な り 、「 軍 軍 間 の 調整 所 の 設置 」 や 「 南 























スー ダン の P KO 活動 で の 駆け つけ 警護 の 実施 」 な ど 、 国 会 と 国民 に 
戦争 法 と も いう べき 安 全 保障 関連 法 の 成立 を 前 提 と し た 具体 化 が 図ら 
て 重大 な 事態 で あり 、 徹 底 し た 審議 が 求め られ る も の で ある 。 

よっ て 、 憲 法 の 根幹 に 係わる この 法律 が 十分 な 審議 を 行う こと な く 

































































て 遺 懐 で あや る こと か ら 、 安全 保障 関連 法案 の 強行 採決 に 抗議 する と と も に 、 











第 189 回 国会 で 成立 し た 安全 保障 関連 法 を 廃止 する よう 強く 要望 する 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 





























も 示さ れ な いま ま 、 
れ て いた こと は 極め 





成立 し た こと は 極め 
国 に お いて は 、 








Oo 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 11 日 
出 先 】 農林 水産 大 臣 、 経 済 再生 担当 大 臣 
名 】T PP 交渉 の 大 筋 合 意 


























. 経済 安 人 


も っ て 再 
2. 収益 力 向上 と 競争 力 強 化 の た め の 対 
新規 就農 者 な どの 担い 手 育 成 、 作業 受 委託 組織 へ の 支援 、 農 地 集 積 、 流通 施設 な ど 
の イン フラ 整備 を 講じ る こと 。 
国土 保全 を 含め た 農地 の 維持 管理 、 地 域 文化 の 持 属 必 
中 山間 地 を 含め た 耕作 条件 不利 地域 で の 営農 継続 と 伝統 文化 の 警鐘 、 及 び 定 住 化 に 
応 し た 政策 を 講じ る こと 。 
4. 新た な 分 野 に 挑戦 する 付加 1 
地理 的 表示 保護 制度 の 運用 
関税 障壁 の 撤廃 な ど 輸 出 促進 対策 を 講じ る こと 。 
. 地域 や 消費 者 の 信頼 に こたえ る 国産 農 畜 産物 の 需要 拡大 対策 
外食 や 加工 食品 で の 原料 原 衣 
和食 の 指 
























































に つい て の 対応 に 関す る 意見 書 





































































































E 策 な ど 将 来 に わた っ て 再 24 
大 筋 合 意 の 内 容 及 びそ の 影響 を 精査 し 、 


日 し ます 


記 


E 産 を 可能 と する 政策 の 確立 
経営 安定 対策 な ど 和 将来 に わた っ て 希望 を 








































































































生産 が 可能 と な る 政策 を 確立 する こと 。 
東 





値 創出 対策 
な ど 知 的 財産 対策 、} 




































































平成 27 年 10 月 5 日 、 環 太平 洋 パ ー ト ナー シッ プ (TPP) 協定 交渉 12 カ国 は 関 僚 会 合 
に お いて 、 協 定 の 大 筋 合 意 に 至っ た と ころ で あり ます 。 
今後 は TPP 協 定 の 批准 に 向け た 手続 き を 進め る こと と な り ま す が 、TPP は 、 農 林 水 
産業 に お いて 国民 生活 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す も の で あり 、 特 に 生産 
て は 、 経 済 や 生活 な ど へ の 影響 が 懸念 され る と ころ で あり ます 。 
つき まし て は 、 生 産 農家 が 将来 に わた っ て 「 夢 」 と 「 和 希望 」 と 「 誇 り 」 を も っ て 、 営 農 
に 取り 組め る よう 、 農 業 政策 の 確立 と 地域 経済 を 守る 観点 か ら 、 下 記事 項 に つい て 、 地 方 
a 治 法 第 99 呈 の 規定 に より 意見 書 を 提 








艇 の 弱い 地方 に お い 


























E 対 策 


h 域 政策 の 拡充 、 流 














示 の 強化 、 適 正 価格 で の 流通 確保 、 
E 進 や 地域 ブラ ンド 産品 の 利 活用 支援 を 講じ る こと 。 






































通 施 設 の 整備 や 









































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








【 提 


【 件 




















問題 な ど が 





ヽ ー 


四国 




















東京 電力 福 
避難 生活 を 余 
日 毎 に 深刻 さ を } 
の よう な な か で 、 九 州 電力 は 8 
電力 伊方 原発 


環 


【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 11 日 
出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 経 済 産業 大 臣 、 


境 大 臣 


名 】 原発 再 稼動 の 中 止 を 求め る 意見 書 
































島 第 一 原発 事故 発生 か ら 4 年 半 が 経過 
義 な くさ れ て いる 。 福島 第 一 原発 






























































3 号機 、 関 


箇 す る 昌 
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号機 の 再 





























政 





詩 は 原 





発 の 再 稼 動 を すす め 、 














新規 制 基準 は 
Z (緊急 防護 措置 準備 








放射 性 物 









































質 が 

















区 域 : 概ね 30km) 圏内 の 








この 2 














会 も 計画 づく り に は 関与 
年 近く に わた っ て 人 原 
こと は 明らか で ある 。 ま ず は 福島 第 
先 さ せ 、 原 発 の 再 稼動 は 急ぐ 必要 は な い 。 実 効 性 の 担保 され た 避難 証 
リス ク も 高まっ て いる 中 で 、 川 内 原発 の 








原発 依存 の 既成 事実 1 
飛散 する 過酷 事故 を 想定 し 、 

















し て お ら ず 、 
発 は 稼動 


























し て お ら ず 、 





で 、 末 だ に 福島 県 民 約 10 万 人 が 
事故 の 原因 は 十分 に は 究明 され ず 、 汚 染 水 
当 し 、 事 故 の 収束 も お ぼ つ か な い 状 況 に ある 。 

月 に 川内 原発 第 1 号機 を 、10 
西 電 力 高 浜 原 発 3・4 


1 に 2 号機 を 再 稼 動 し 、 
助 の 準備 も すす ん で いる 。 
ヒ を は か ろう と し て いる 。 












































自治 体 に 義務 付け た が 、 国 
計画 の 杜撰 さも 指摘 され て いる 。 
原発 な し で 電力 供 














避難 計画 の 策定 を 道府県 と UP 











谷 に 何 











も 原 











子 力 規 制 委員 








「 ら 問題 が な い 

















発 事故 原 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 

記 
1 原子 力 発電 所 の 再 稼動 を 認め な いこ と 。 
2 福島 第 一 月 




















の 徹底 し た 究明 と 











、 意 見 書 を 提出 する 。 














事故 の 収束 こそ を 優 
[ 画 も な く 、 火 山 噴火 
生 稼動 は と う て い 認め る こと は で き な い 。 





子 力 発電 所 事 逆 の 収束 と 、 被 害 の 完全 救済 に 全力 を あげ る こと 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 11 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
【 件 名 】 災 害 ボ ラン ティ ア 割 引 制度 の 創設 を 求め る 意見 書 





























日 本 各地 で 、 地 震 や 津波 、 台 風 や 豪雨 、 裏 害 、 竜 巻 、 噴 火 な どの 自然 災害 が 相次い で い 
る 。 被 災 地 で の 救援 か ら 復興 に 至る 過程 で は 、 家 屋 の 清掃 や 畳 ・ 家 具 の 搬出 、 瓦 際 の 処 政 
の みな ら ず 、 要 援護 者 宅 へ の 訪問 介護 や 心 の ケア 、 傾 聴 ボ ラン ティ ア な ど 福 祉 的 ニー ズ な 
ども 高まっ て き て お り 、 多 く の 支 援 者 の 協力 が 欠か せな い 。 わ が 遠野 市 に お いて は 、 全 芋 
各地 か ら の ボラ ンティア と と も に 官民 協 働 で 、 東 日 本 大 岩 炎 の 津波 被害 に よ る 被災 者 や 撤 
災 地 域 の 復旧 復興 支援 に 取り 組ん で いる 。 

今後 、 首 都 直下 地震 や 南海 トラ フ 沖 地震 が 起き た こと を 想定 し た 場合 、1 日 10 万 人 以上 、 
延べ 1000 万 人 以上 の ボラ ンティア か が 必要 に な る こ RS PO 
期 に わた る 支援 が 必要 と な る が 、 各 種 の 世論 調査 や ボラ ンティア へ の 調査 で は 、 旅 費 な ど 
の 間 題 で 被災 地域 へ ボラ ンティア に 行け な いと いう 意見 が 圧倒 的 に 多い 。 今 の わが 国 に は 、 
必要 な だ け の ボラ ンティア を 集め る 環境 が 整っ て いな い 現 状 で ある 。 ま ず は 、 ボ ラン ティ 
ア 活 動 の た め の 和 被災 地 へ の 移動 手段 と 滞在 場所 に か か る 経費 の 援助 を 社会 的 に 図る べき で 
ある 。 
これ まで 、 鉄 道 会 社 や 航空 会 社 、 旅 館 な どの 民間 企業 が 独自 に 割引 制度 を 実施 し た り 、 
地方 自治 体 が ボラ ンティア バス 運行 の 支援 を し た りす る な ど 、 官 民 と も に 、 負 担 軽 減 の た 
め の 取 り 組 み を 行っ た 事例 が ある 。 国 は こう し た 事例 を 踏ま ほえ 、 多 く の 団 体 が 取り 組み や 
すく な る よう な 支援 の あり 方 を 速やか に 検討 し その た め の 官 民 協 働 の 社会 シス テム を 構 
築 す べき で ある 。 
よっ て 、 地 震 や 津 渡 、 豪 雨 な どの 大 規模 災害 発生 時 に 、 被 災 地 に 赴く 災害 ボラ ンティア 
に 対し て 交通 費 や 宿 泊 費 を 割り 引く 制度 を 創設 する こと を 強く 求め る も の で ある 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 12 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 











私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 可 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 1 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 



































































































































が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 











過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こと 
を 求め ます 。 






































【 





以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





a 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
人 Ein 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (消費 者 及び 食品 安全 ) 

【 件 名 】 環 太平 洋 パ ー ト ナー シッ プ (TPP) 協定 交渉 の 合意 内 容 に つい て の 情報 
公開 を 求め る 意見 書 





貴 


本 年 10 月 5 日 、TPP 交 渉 参 加 12 カ国 は 、 ア メリ カ で 開催 され た 閣僚 会 合 で 大 筋 合 
を し した:。 
協定 が 発効 すれ ば 国内 総 生産 で 世界 の 4 割 を 占め る 巨大 経済 圏 が 生ま れる こと に な る 
が 、 関税 撤廃 や 大 幅 な 関税 引き 下げ に より 、 我が国 の 国内 農業 へ の 影響 が 懸念 され る ほか 、 
工業 、 労 働 雇 用 形態 、 国 民 の 健康 、 医 療 の 質 の 確保 、 地 方 経済 へ の 影響 、 デ フレ へ の 懸念 
及び 安全 な 食 の 担保 な ど 真 の 国民 利益 そし て 東日本 大 震 災 か ら の 復興 へ の 影響 も 含め 、 多 
角 的 な 検証 が 必要 で ある 。 
特に 、 交 渉 参加 以来 、 国 内 で は 主食 用 米 か ら 飼 料 用 米 へ の 転作 を 誘導 する 一 方 で 、 ア メ 
リカ な どか ら は 輸入 米 に つい て は 特別 枠 を 設け 、 和 牛肉 や 豚肉 の 輸入 時 の 関税 を 大 幅 に 引き 
下げ る な ど 、 合 意 内 容 は 我が国 の 農林 水産 業 に 極め て 大 き な 打 撃 と な る 。 

農産 物 の 重要 5 品目 の 保護 を 求め る 国会 決議 を 、 政 府 が 遵守 し た か どう か 早急 に 検証 す 
る と と も に 、 併 せ て 、 必 要 な セー フ テ ィ ーネット を 国民 に 示す 責務 が 政府 に 求め られ て い 
る 。 
これ は 、T PP 交渉 が 秘密 交渉 と し て 進め た た めで あり 、 国 民 が 知ら な いま ま に 暮 らし 
に 直結 する 物事 が 決め られ て きた こと に 起因 する も の で あり 、 情 報 公 開 を 求め て きた 当 市 
議会 と し て は 極め て 遺 憎 で ある 。 
TTPP 協定 は 、 経 済 的 な 分 野 だ け で な く 、 国 の 形 を 変え る 可能 性 を 大 きく 含ん で お り 、 
十分 な 国民 的 議論 を 尽く し た うえ で 、 最 終了 的 に 批准 する か 交 か を 決定 すべ き で あり 、 交 渉 
過程 と 合意 内 容 等 を 情報 公開 と 国会 の 早期 硬 集 に より 徹底 的 な 検証 を 行う よう 強く 求め 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 |【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 介護 報酬 の 見 直し を 求め る 意見 書 























誰 で も 安心 し て 利用 で きる 介護 保険 制度 の 実現 を 基本 と し た 介護 報酬 の 見 直し 等 
よう 強く 要望 する 。 








RY 

N 
|! 
Wr 



































我が国 の 高齢 化 は 年 々 進み 、 介 護 施 設 の 重要 性 が 叫ば れる な か 、 全 国 的 に 介護 施設 の 整 
備 を 図 ろ うと し て いる が 、 介 護 従事 者 の 離職 が 進み 、 人 材 不 足 に よっ て 、 介 護 事 業 に 大 き 
な 支障 が 生じ て いる 。 

この よう な 状況 下 に お いて 、 本 年 4 月 に 実施 され た 介護 報酬 改定 で は 、 介 護 サ ービス の 
充実 や 処遇 改善 を 除く と 、 マ イナ ス 4.48% の 大 幅 な マイ ナス 改定 と な っ た 。 

施設 関係 で は 、 介護 老人 福祉 施設 の 介護 報酬 で 5% を 超え る 引き 下げ と な り 、 小 規模 型 通 
所 介護 の 介護 報酬 は 約 10%、 介 護 予 防 通所 介護 な どの 介護 報酬 に 至っ て は 20% を 超え る マ 
イナ ス 改 定 と な っ つた 。 
社会 保障 の 充実 を 理由 に 消費 税 を 8%% に 引き 上 げた に も か か わら ず 、 こ の よう な マイ ナ 
ス 改 定 に より サー ビス の 低下 が あっ て は な ら な い 。 

介護 職員 の 待遇 は 、 全 産業 の 平均 月 額 賃金 の 33 万 円 に 比べ 、22 万 円 と 劣悪 な 環境 に あ 

















































































































































































































































































































住民 の 生命 を 守り 、 地 域 の 介護 シス テム を 維持 する た め に は 、 介 護 事 業 所 の 維持 と 確保 
が 困難 と な っ て いる 介護 職員 の 大 幅 な 処遇 改善 を 強力 に 進め る こと が 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 誰 も が 安心 し て 利用 で きる 介護 保険 制度 の 実現 の た め 、 下 記 の 
措置 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 














































































































記 

1 介護 事業 者 と 介護 労働 者 が 充実 し た サー ビス を 提供 で きる よう 、 介 護 報 酬 の 見 直し 等 
を IT 選 き 。 

2 利用 者 の サー ビス 利用 に 支障 を 生じ な いよ 2 必要 な 対策 を 講じ る こと 。 

















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 18 日 

【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 、 岩 手 県 教育 委員 会 教育 長 

【 件 名 】 県 立花 泉 高 等 学校 の 存続 を 求め る 意見 書 

岩手 県 教育 委員 会 に お いて は 、 新 た な 高等 学校 再編 計画 の 検討 に 資す る た め 「 今 後 の 県 
立 高 校 に 関す る 地域 検討 会 議 」 を 本 年 6 月 か ちら こ れ ま で 3 回 の 会 議 を 開催 し 、 高 校 の ある 
べき 姿 や 地域 の 実情 に 応じ た 高校 配置 に つい て 意見 交換 が され た と ころ で ある 。 

この 会 議 に お いて は 、 具体 的 な 再編 計画 は 示さ れず 、「 望 まし い 学校 規模 に 満た な い 規 模 
で ある こと の み を 理由 に し て 再編 等 の 対象 に は し な いこ と 」、「1 学級 校 に つい て は 、 小 規 
模 で ある こと に よる 課題 が より 顕在 化し て くる が 、 通 学 が 著しく 困難 な 場合 等 に は 、 教 育 
の 機会 の 保障 の 観点 か ら 、 特 例 と し て 存続 させる こと も 検討 する 」 と いう 考え 方 が 示さ れ 
こ 一 方 、「 近 隣 に 高校 が 存在 し 、 当該 高校 以外 へ の 通学 が 容易 な 地域 に お いて は 、 地域 の 状 
況 等 も 考慮 し な が ら 、 統 合 も 視野 に 入れ 検討 する 」 と いう 考え 方 が 提示 され た 。 

今後 の 計画 策定 スケ ジュ ー ル に つい て は 、 可 能 で あれ ば 年 末 ま で に 計画 案 を 公表 し 、 パ 
ブリ ッ ク コ メン ト 、 地 域 説明 会 を 実施 し た 上 で 年 度 中 を 目途 に 策定 し た いと し て いる 。 
この よう な 考え 方 を も と に 年 末 ま で の 短期 間 で 、 充 分 な 地域 実情 が 勘案 され ず 再 編 計画 
案 が 提示 され る と すれ ば 、 本 年 度 か ら 学 年 1 学級 と な っ た 花泉 高等 学校 も 再編 計画 の 対象 
と され る こと が 懸念 され る と ころ で あり 、 花 泉 地域 の 地域 づく りや 経済 、 活 性 化 に 与え る 
影響 は 計り 知れ な いも の が ある と 深く 愛 慮 する と ころ で ある 。 

校訓 で ある 「 知 行 合 一 」 を 理念 に 、「 地 域 を 支え る リー ダー の 育成 」 を 目標 に 教育 を 実践 
し 、 こ れ ま で 多く の 逸材 を 輩出 し て きた 花泉 高等 学校 を 存続 する よう 、 下 記 の 理由 を 付 し 
て 意見 書 を 提出 する 。 





































































































































































































































































































1 花泉 高等 学校 は 、 平成 27 年 度 に 2 学級 か ら 1 学級 に 学級 調整 され 、 そ の 年 に 再編 計画 
の 対象 と され る こと は 安定 し た 教育 を 実現 する と いう 観点 か ら も 余り に も 性 急 で あり 、 
到底 理解 が 得 ら れ な いこ と 。 

2 生徒 が 遠 距 離 通学 と な る こと に よる 保護 者 の 経済 的 な 負担 や 精神 的 負担 が 大 幅 に 増加 
ずる こと 

3 地元 の 花泉 中 学校 を 中 心 と し て 、 宮 城 県 北 を 含め 今後 も 充分 な 入学 希望 者 が 見 込ま れ 
な こと 

4 仮に 再編 の 対象 と な っ た 場合 、 花 泉 中 学校 の 生徒 は 一 層 宮 城 県 に 流れ る こと に な り 、 
本 県 の 人 口 減 に つなが り 地方 創 生 に 逆行 する こと と な る こと 。 

5 花泉 高等 学校 は 、 花 泉 地 域 に と っ て 文化 的 に も 経済 的 に も 欠か すこ と の で き な い 唯一 
の 高等 教育 機関 で ある こと 。 

6 花泉 高等 学校 は 、 地 域 と 一 体 と な っ た 教育 活動 を 展開 し て お り 、 地 域 を 支え そる リー ダ 
ー や 人 材 を 育成 する と いう 大 き な 役 割 を 担っ て いる こと 。 

























































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 


























意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内閣 総理 大 臣 、 復興 大 臣 、 総務 大 臣 、 財務 大 臣 、 


経済 産業 大 臣 
【 件 名 】 中 小 企業 基盤 整備 機構 が 整備 し た 仮設 施設 の 使用 期限 の 延長 を 求め る 意見 
書 


東日本 大 震 災 か ら 4 年 9 か 月 が 経過 し まし た が 、 ま だ まだ 多く の 中 小 商工 業者 が 仮設 店 
舗 等 で の 営業 を 余儀 な くさ れ て いま す 。 こ の 地域 で 、 一 日 も 早く 生業 を 取り 戻し 、 地 域 へ 
の 貢献 を し よう と 日 々 努力 を 重ね て いま す 。 
店 舗 及 び 事 業 所 の 本 格 再開 は 、 働 く 場 の 確保 を 初め 、 地 域 経済 に 及ぼ す 影 響 が 非常 に 大 
きく 、 今後 、 被 災 地 域 に お いて 継続 的 な 生活 を 営ん で いく 上 で 欠く こと の で き な い も の で 
あり ます 。 
中 小 企業 基盤 整備 機構 が 整備 し た 仮設 施設 は 、 そ の 使用 期間 が 使用 開始 か ら 5 年 間 と の 
定め が あり 、 最 初 の 使用 開始 者 は 来年 1 0 月 に は その 使用 期限 を 迎え る こと と な り ま す 。 
この 5 年 間 の うち に 本 設 を と の 配慮 を いた だ いて 今日 まで 来 て いま す が 、 被 災 地 は 、 復 
か ら 復 興 へ と その 歩み を 進め て お り ま す が 、 大 き な 規 模 で 市 街 地 が 被災 し た 本 市 を 初め 、 
復興 作業 を 続け て いる 市 町 村 で は 、 土 地 の か さ 上 げ 作 業 が 続い て いる な ど 、 事 業 を 本 格 展 
開 す る 予定 地 さ え 、 未 だ 区 画 整 理事 業 工事 等 の 途中 で 、 そ の 完成 は 平成 3 1 年 度 と な り 、 
その 後 、 土 地 の 引 き 渡 し が 行わ れる 予定 と な っ て いる た め 、 建 物 の 建設 に は まだ まだ 期間 
を 要する の が 現状 で す 。 
この 間 、 別 の 仮設 施設 で 営業 を 行う に も 、 仁 器 備品 の 移転 や 店 舗 ・ 事 業 所 の 内 装 な ど に 
費用 が 掛か る こと な ど 、 既 に 二 重 ロ ー ン 等 で 苦し ん で いる 事業 者 も 多い こと か ら 、 こ れ ら 
費用 の 上 乗せ は 事業 の 本 格 再 開 に 大 き な 支 障 と な り ま す 。 
つい て は 、 被 災 地 の 事業 者 が 円 滑 に 事業 の 本 格 再 開 を 果たせ る よう 使用 期限 の 延長 等 、 
柔軟 な 施策 の 対応 が 求め られ ます こと か ら 、 下 記 の 項目 に つい て 強く 求め ます 。 
記 

1 中 小 企業 基盤 整備 機構 が 整備 し た 仮設 施設 の 使用 期限 の 延長 を 求め ます 。 
















































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
= MIU I 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 法 務 大 臣 
【 件 nii 
上 昨今 、 一 部 の 国 や 民族 ある い は 特定 の 国籍 の 外国 人 を 排 訂 する 趣旨 の 言動 、 い わ ゆ る へ 





イト スピ ー チ が 大 き な 社 
平成 2 6 年 7 月 
関す る 国際 条約 (人 種差 別 撤廃 条約 )」 
日 本 政府 に 対し 、 
さら に 
法 で 規制 を 行う な ど ヘ イト スピ ー チ へ の 適 





を 示 し 、 
し ま し 











いま し た 。 
人 種 や 民族 、 









































会 問題 と な っ て いま す 。 
権 規約 委員 会 は 、「 あ ら ゆ る 形態 i 
上 の 人 種差 別に 該当 する 差別 的 言動 の 広がり 
この よう な 差別 的 言動 i 
同年 8 月 に は 、 国 際 連 合 の 人 種差 別 撤廃 要員 会 も 、 日 本 政府 に 対し 、 
商 切 な 対処 に 取り 組む こと を 強く 求め る 勧告 を 行 
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に 、 国際 連合 の 自 
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いか ら 生 じ る 差別 は 決し て 許さ れる も の で は な く 、 国 際 社 会 に 








国籍 等 の 違 V 








お ける 我が国 へ の 信頼 を 失う 








で す 。 

















よっ て 、 国 に 


す 。 











こと に も な りか ね な いこ と か ら 、 に 対応 する こと が 必要 


早急 





TU 














、 次 の 事項 を 実現 する よう 求め ま 











お いて は 、 差 別 の な い 社 会 の 実現 へ 向け 


記 


1. ヘイ トス ピー チ を 禁止 する 法 の 整備 を 行う こと 。 


2. 人 種差 別 撤廃 休 約 4 条 (a) 及 び (⑪) 








に 関し 、 そ の 留保 を 撤回 する こと 。 












































以上 、 地 方 E 


治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








倒 府 詞 半 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 17 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 防衛 大 臣 、 外務 大 臣 
【 件 名 】 安 全 保障 関連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 











2015 年 9 月 1 9 日 に 参議 院 で “強行 採決 ” され “成立” し た 安全 保障 関連 法 は 、 
法 第 9 条 が 禁じ た 国際 紛争 解決 の た め の 武 力行 使 を 可能 と する も の で 、 憲 法 違 反 で ある 
と は 明らか で ある 。 

安全 保障 関連 法 は 、 歴 代 の 自民 党 政 権 が 憲法 上 で き な い と し て きた 集団 的 自衛 権 の 行使 、 
「 戦 闘 地 域 」 で の 武器 や 燃料 な ど を 補給 する 兵 敵 活 動 、 戦争 状態 の 地域 で の 治安 活動 な ど 、 
すべ て 憲法 9 条 を 踏み に じ る も の で あり 、 憲 法 解釈 を 1 80 度 くつ が え し た 閣議 決定 に 基 
づい た 違憲 の 立法 は 、 内 閣 と 国会 に よる 立憲 主義 の 否定 で あり 、 断 じ て 認 め ら れ な い 。 
憲法 第 9 8 条 は 最高 法規 で ある 憲法 に 反する 法律 は 効力 を 持た な いと し て お り 、 憲 法 違 
反 の 安全 保障 関連 法 は 廃止 以外 に な い 。 
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この 法 が 発動 され れ ば 、 日 本 は 海外 で 戦争 する 国 に な り 、 自 衛 隊 は 海外 で 殺し 殺さ れる 
こと に な り 、 日 本 自体 が 武力 紛争 の 当事者 と な っ て 「 平 和 安 全 」 と は まっ た く 逆 の 事態 を 









































招き 、 日 本 の 平和 と 国民 の 命 を 危険 に さら すこ と に な る 。 
安全 保障 関連 法 に 対し て は 、 国 会 審議 の 段階 で 、 憲 法 の 専門 家 を は じ め 、 さ ま ざ ま な 分 
野 の 人 びと か ら 反 対 の 声 が 上 が り 、 世 論調 査 で も 8 割 が 政府 の 説明 は 不 十 分 と 答え て いた 。 
型 民 多数 の 反対 の 声 を 国会 内 の 数 の 力 で 踏み に じ っ た 採決 は 、 主 権 在 民 と 民主 主義 を 壊す 
禁 挙 で あり 、 正 当 性 を 欠く も の で ある 。 
戦後 7 0 年 、 い まこ そ 、 戦 争 へ の 道 を くい と め 、 憲 法 9 条 で アジ ア と 世界 に 不 戦 を 誓っ 
た 平和 国家 と し て の 日 本 の 歩み を すす め る と き で ある 。 

よっ て 国 に お いて は 安全 保障 関連 法 を すみ や か に 廃止 し 、 立 憲 主 義 の 原則 を 堅持 し て 、 
憲法 9 条 を 守り 、 生 か すこ と を 強く 求め る 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 


州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 22 日 


【 提 


【 


提 


件 


TTPP 協定 





出 先 】 衆議院 完 議 長 
名 】TPP 協 定 交渉 の 情報 開示 と TPP 協 定 交渉 か ら の 撤退 を 求め る 意見 書 


ヽ 参議 院 ま 





交渉 参加 











姜 長 、 内 閣 総 理大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 農 林 水 産 太 臣 


ニュ 











穫 は 、10 月 5 











内 容 に つい て 十分 に 国民 に 知ら せる こ 


に 了 臨時 国 
する 重 け 


定 す る と し て い 


キ 
は 事実 上 の 関 生 で ある マー クア ッ プ を 45% 削 減 し 、 乳 製品 に つい て も アメ リカ 、 オ ー ス ト 


プリ アミ 



































会 が 開か れず 、 国 民 的 な 議論 
な 問題 で す 。 


日 に 大 筋 








11 月 5 日 に 

















ロ 選 ヽ 























暫定 案 文 を 公表 
と の な いま ま に 行 な われ まし た 。 ま た 、 大 
給 を 尽く す 姿 勢 が と られ て いな いこ と も 民 ヨ 





し 3 





民 
苑 政 
が 




















大 筋 合 意 で は アメ リカ 、 オ ー ス トラ リア 産 米 あわ せ て 7.8 万 トン の 「 特 別 輸入 枠 

















る と し て いま す 。 


( 





ーー 


これ ら の 内 容 が 、 





まず 。 また 。、 
ログ ラム 当たり 最大 482 円 か ら 10 和 


ニュ ー ジ ー ラ ンド 
別 輸入 枠 が 新設 され ます 。 こ の よう に 農林 水産 物 重 要 5 品 








こ 対 し て バ 


重要 5 品目 に つい て 関税 撤廃 は も と より 、 削 
また は 再 協議 」 を 求め る と し た 平成 25 年 4 月 
反し て いる こと は 明 














態 で す 。 


に 引き 下げ 、 日 
食 の 安全 の 侵害 、 
わた っ て 深刻 な 悪 


か し 、 大 筋 合 : 
べき で す 。 


さら 





に 、 重 要 5 品目 以外 の 野菜 、 
ん で いる こと は 重大 で す 。 日 















































ら に 国有 企業 の 規 
































よっ て 国 に 


xP 











大 筋 合 意 の 詳細 と 協 




















2. 農産 品 重 要 




















協定 交渉 の 
5 品 














肉 生 の 関税 は 15 ェ 


自 で す 。 国 会 決議 


果物 や 林産 品 、 
本 の 農林 水産 業 へ の 影響 は 
CAR a i 
定 や 1 SDS 条項 な どの 地域 経済 ・ 国 民生 活 
Wmanir tman ss 
癌 の 内 容 が 国 
で て や 
お いて は 、TPP 協定 交渉 





F 後 に 











ター、 脱 脂 粉 乳 の 輸入 枠 を 設 


















































定 、 甘 味 資 交 
の 細目 の 3 割 で 関税 を 撤廃 す 





E か け て 38.5% か ら 9% へ 、 朋 肉 の 関税 
50 円 に 引き 下げ られ ます 。 


さら に 麦 に 

















作 





た に 
(で 


た が 、 


へ 、 ギ テン ン 
忌 
2 に ハ 








(に 


」 を 設 
tL 
つい て 





物 も 特 





減 さ れ た 場合 で も 「 除 外 











の 国会 決議 (衆参 























衣 さ れ た 多く の 懸念 は 当たら な 











水産 物 の 989% で 関税 撤廃 に まで 
は か り 知 れず 、 食 料 自給 率 























両院 農林 水産 委員 会 決議 ) 
こ 従 えば 交渉 か ら の 撤退 を し な けれ ば な ら な 





Y 事 














\」 と し て いま 





に 
この 「 合 意 」 に 基づく TTPP 協定 へ の 調印 、 拓 





人 八 は 認め られ 3 ヨ 


撤回 す 
ませ ん 。 











に お いて 次 の と お り 取 り 組 まれ る よう 強く 求め る 。 


記 
定本 文 を 速やか ( 








に 開示 する こと 。 


の 関税 撤廃 が 除外 で き な い 場合 は 、T PP 交渉 か ら 撤 退 す る こと 。 




















以上 、 地 方 E 




















治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 


州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 防衛 大 臣 
【 件 名 】 安 全 保障 関連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 








去る 9 月 19 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法案 が 十分 な 
く 可決 、 成 立 し た 。 
また 、 特 別 委員 会 の 採択 に 当たっ て は 、 総 理大 臣 に 対す る 
れ 、 だ れ の 目 に も 民主 的 議会 運営 と は 映ら ず 、 我 が 医 
ざる を 得 な い 。 

上 ら か 1( 









































































































































こ な っ た 戦闘 地域 で の 兵 た ん 活動 で あ 
































護 








hi 
いい 





法 が 禁じ る 武力 行使 と の 指摘 が され て いる 。 そ し て 、 
験 者 、 最 高裁 判 所 長官 経験 者 が 、 


理 





NB 




















= 


型 会 審議 を 経る こと な 


























* 行 われ ず に 
還 会 牧 護 を 和 失墜 させ た も の と 言わ 





県 行 採決 さ 


る 治安 維持 活動 と 核 兵 

















・ 毒 ガス 兵器 ・ 劣 化 ウ ラン 弾 や クラ スタ ー 爆 弾 ま で 輸送 で きる と する 後方 支援 活動 は 、 
多数 の 憲法 学者 、 
安全 保障 関連 法案 を 「 違 坪 」 と 断 じ し た こと は 極め て 重 











内 閣法 制 局長 官 









































は 





小 


で ある 。 
型 会 の 審議 が 重ね られ る ほど 安全 保障 関連 法案 に は 「 反 対 」 や ! 
各種 世論 調査 に お いて も 「 成 立 さ せる べき で な い 」 が 6 割 を 超え 、 
と する も の が 8 割 を 超え た こと は 民 の 理解 が 得 ら れ な か っ た こ 
EU i 
こさ れず 、 憲 法 の 根幹 ( 
Pd 
よっ て 、 国 に お いて は 、 安 全 保障 関連 法 を 速やか に 廃止 する 手 
し 次 の よう に 取り 組ま れる よう 強く 求め る 。 




































































lk 】 国 













































































記 





1 . 安全 保障 関連 法 を 廃止 する こと 。 

















に より 意見 書 を 提出 する 。 








以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 











H 治 体 が 提出 し た 意見 書 が 
こ か か わる この 法律 が 十分 に 審議 され ず に 採択 され 成立 し た こと 





誕 問 」 の 声 が 広がり 、 

「 政 府 の 説明 が 不 十分 」 
と を 示す も の で ある 。 
顧 

















続き に 人 る よう 強く 要請 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 12 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 教育 の 充実 と 発展 を 求め る 意見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 学 校 教育 の 充実 と 発展 に 寄与 し て いる 。 
現在 、 少 子 化 な ど に より 私 立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環 境 に お か れ て お り 、 私 立 学 校 に 
通わ せる 保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 きく 圧迫 し て いる 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら 
れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 私 立 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 
要因 と な っ て いる 。 


こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 


に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いる 。 

よっ て 、 国 及び 県 に お いて は 、 こ の よう な 私 学 教 育 を 取り 巻く 実情 を 勘案 し 、 過 疎 地 域 
の 私 立 高等 学校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 人 金 の 一 層 の 拡充 を 図ら れる よう 
強く 要望 する 。 







































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 22 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生徒 数 が 
多く な っ て いる 。 し か し な が ら 、 第 7 次 教職 員 定 数 改善 計画 の 完成 後 9 年 も の 間 、 国 に よ 
る 改善 計画 の な い 状況 が 続い て いる 。 
自治 体 が 見 通し を 持っ て 安定 的 に 教職 員 を 配置 する た め に は 、 国 段階 で の 国庫 負担 に 裏 
付け され た 定数 改善 計画 の 策定 が 必要 で あり 、 一 人 ひと り の 子ども た ち へ の きめ 細やか な 
対応 や 学び の 質 を 高め る た め の 教 育 環境 を 実現 する た め に は 、 教 職員 定数 改善 が 不可 欠 で 
ある 。 ま た 、 新 し い 学習 指導 要領 に より 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いる ほか 、 日 本 
語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障がい の ある 子ども た ち へ の 対応 、 い じ め ・ 不 登校 
な どの 課題 も も る 。 こ うし た こと の 解決 に な け て 、 少 人 数 教育 の 推進 を 含む 計画 的 な 教職 
員 定 数 改善 が 必要 で ある 。 
いく つか の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ 
て お り 、 こ の こと は 、 自 治 体 の 判断 と し て 少 人 数 教育 の 推進 の 必要 性 を 認識 し て いる こと 
の 現れ で あり 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に ゆけ た 財源 保障 を すべ き で ある 。 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る よう 、 
法 に 教育 を 受け る 権利 が 定め られ て いる が 、 三 位 一 体 改 革 に より 義務 教育 費 国庫 負担 制 
度 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 結果 、 自 治 体 財 政 が 圧迫 され 、 非 
正規 教職 員 も 増え て いる 。 
よっ て 、 子 ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ 
の た め の 条 件 整備 が 不可 欠 で ある こと か ら 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 強く 要望 する 。 
記 
1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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以上 、 地 方 E 





治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 








西 和 賀 町 





















































意見 書 の 内 容 

【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 18 日 

【 提 出 先 】 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】T PP 協定 交渉 の 大 筋 合 意 に つい て の 対応 に 関す る 意見 書 

平成 27 年 10 月 5 日 、 環 太 平 洋 パー トナ ー シ ッ プ (TPP) 協定 交渉 12 カ国 は 、 関 僚 会 
合 に お いて 、 協 定 の 大 筋 合 意 に 至っ た と ころ で あり ます 。 

今後 は 、TPP 協 定 の 批准 に 向け た 手続 き を 進め る こと に な り ま す が 、T PP は 、 了 
水産 業 に お いて 国民 生活 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す も の で あり 、 特 に 生産 基盤 の 弱い 地方 に 


いて は 、 経 済 や 生活 な 
つき まし て は 、 生 産 農 家 が 将 


取 
る 








ど へ の 影 























り 組 め る よう 、 農 業 政策 の 確 


























響 が 懸念 され る と ころ で あり ます 。 
来 に わた っ て 「 夢 」 と 「 和 希望 」 と 「 誇 














り 」 を も っ て 営農 に 


立 と 地域 経済 を 守る 観点 か ら 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め 




















も の で あり ます 。 
1. 経営 安定 対策 な ど 将 来 【 
大 筋 合 意 の 内 容 及 びそ の 藤 

っ て 再生 産 が 可能 

2. 収益 力 向上 と 競争 力 強 化 




















新規 就農 者 な どの 担い 手 育成 、 作 業 受 委託 組織 へ の 支援 、 農 地 の 集 積 、 
じ る こ 
3. 国土 保全 を 含め た 農地 の 維持 管理 、 地 域 文化 の 持続 人 


中 山間 地 を 含め た 耕作 条件 不利 地域 で の 営農 継続 と 、 伝 統 文化 の 継承 及び 定住 化 に 











どの イン フラ 整備 を 講 

















対応 し た 政策 を 講じ る こと 。 





こわ た っ て 再生 産 を 


と な る 政策 を 確 











と する 政策 の 確立 











可能 
と 逢 を 精査 し 、 経 営 安定 対策 な ど 将 来 に わた っ て 希望 を 持 























立 す る こと 。 


の た め の 対 策 

















才 。 





対策 











































































































































































































流 3 














4. 新た な 分 野 に 挑戦 する 付加 価値 創出 対策 

地理 的 表示 保護 制度 の 運用 な ど 知 的 財産 対策 、 地 域 政策 の 拡充 、 流 通 施 設 の 整備 や 
非 関税 障壁 の 撤廃 な ど 輸 出 促進 対策 を 講じ る こと 。 
5. 地域 や 消費 者 の 信頼 に 応え る 国産 農 畜 産物 の 需要 拡大 対策 

外食 や 加工 食品 で の 原料 原産 地表 示 の 強化 、 適 正 価 格 で の 流通 確保 、 学 校 給 食 で の 
和食 の 推進 や 地域 ブラ ンド 産品 の 利 活 用 支援 を 講じ る こと 。 


























以上 、 地 方 E 


治 法 第 






































99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 








金ケ崎 町 





















































































































































意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 9 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に 関す る 意見 書 

私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発展 に 寄与 し て いま す 。 
CO OR 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
et NO 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 





過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増 


以上 、 地 方 E 


























治 法 第 9 9 条 の 規定 





記 





こよ り 意 見 書 を 提 


額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更 

















に 充実 する こと 。 








出し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 








平 泉 町 










































































意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 17 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 
内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 安 全 保障 関連 法案 の 強行 採決 に 抗議 し 今 国会 で 成立 し た 安全 保障 関連 法 の 
廃止 を 求め る 意見 書 
憲法 違反 と 指摘 され 、 国 民 の 多数 が 反対 し て いる 安全 保障 関連 法案 が 、 強 行 採決 され た 
こと に つい て 抗議 する と と も に 、 今 国会 で 成立 し た 安全 保障 関連 法 の 廃止 を 強く 求め る 。 
理由 
去る 9 月 1 9 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 、 十 分 な 国会 審議 を 経る こと 




















な く 可 決 ・ 成 立 し た 。 
この 法律 は 、 安 倍 内 閣 が 集団 的 自 

撃 事 態 法 、PKO 法 な ど 既 存 の 1 0 の 法律 を 一 括 し て 改正 する 

法 の 国際 平和 支援 法 で ある 。 

弄 会 の 審議 を 通じ て 憲法 違反 の 法律 で あや る こと が 明 

戦乱 の 続く 地域 で の 治安 維持 活動 、 核 兵器 ・ 








































































































白 と な り 







































































憲法 学者 、 内 閣法 制 局 長官 経験 者 、 
と 断 じ た こと は 極め て 重大 で ある 。 
各種 ] 



























































毒ガス 兵器 ・ 劣 化 ウ ラン 弾 や クラ スタ 
まで 輸送 で きる と する 後方 支援 活動 は 憲法 が 禁じ る 武力 行使 その も の と な る 。 圧倒 的 多数 
最高 裁 長官 経験 者 が 、 安 全 保障 関連 法案 は i 






































衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行い 、 武 力 攻 


























平和 安全 法制 整備 法 と 、 新 








、 戦闘 地域 で の 兵 韻 活 動 
ー 爆 弾 
































潮 憲 」 











Ci 


紀 論 調査 で も 、 審 議 を すれ ば する ほど 、 国 民 の 多数 が 安全 保障 関連 法案 に 「 反 対 」 


の 声 が 広がり 、「 今 国会 で 成立 させ る べき で な い 」 が 6 割 を 超え 、「 政 府 の 説明 が 不 十 分 」 




















と する も の が 8 割 を 超え た こと は 、 国 





民 の 理解 が 得 ら れ な か っ 











た こと を 示す も の で ある 。 

















会 審議 の 中 で は 、 自 





























衛 隊 の 内 部 文書 も 明らか に な り 、「 軍 軍 間 の 調整 所 の 設置 」 や 「 南 




















スー ダン の PKO 活 動 で 駆け つけ 警護 の 実施 」 な ど 、 国 会 と 
争 法 と も いう べき 安全 保障 関連 法 の 成立 を 前 提 と し た 具体 化 が 


重大 な 事態 で あり 、 徹 底 し た 審議 が 求め られ る も の で ある 。 
よっ て 、 憲 法 の 根幹 に 係わる この 法律 が 十分 な 審議 を 行う こ 














































































































て 遺 懐 で あや る こと か ら 、 安全 保障 関連 法案 の 強行 採決 に 抗議 する と と も に 、 
国会 で 成立 し た 安全 保障 関連 法 を 廃止 する よう 強く 要望 する 。 














y 



































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 























四 民 に も 示さ れ な いま ま 、 戦 





区 られ て いた こと は 極め て 


と な く 成 立 し た こと は 極め 
国 に お いて は 、 











書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 12 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 











私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要 望 し ます 。 




































































































































































過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 
































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








大 棚 町 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 17 日 
【 提 出 先 】 大 査 町 長 
【 件 名 】 源 水 集会 所 設置 を 求め る 意見 書 


要旨 
復興 まち づく り の 観点 か ら 、 源 水 地区 へ の 集会 所 設置 を 、 強 く 要 望 する 。 









































理由 
現在 、 源 水 地区 に は 、 岩 災 前 か ら の 住民 に 加え 、 災 害 公 営 住宅 へ 入居 され た 住民 、 ま た 
新た に 住宅 再建 し 移り 住ま れ た 住民 な ど 、 地 区 内 の 人 口 は 増加 し 、 そ れ と 同時 に 高齢 の 方 々 
も 急増 し て いる 。 
この よう な 現状 か ら 、「 地 域 包括 ケア の 構築 」、 或 い は 「 地 域 コ ミュ ニテ ィ 形 成 の 場 」 と 
し て 、 集 会 所 の ニー ズ が 高まっ て いる 。 

そう し た 中 、 源 水 地区 で は 、 高 齢 者 を 対象 と し た 「 お 茶 っ この 会 」 や 地域 の 交流 会 を 開 
催す る に あたり 、 隣 地 に ある 集会 所 を 利用 し な けれ ば な ら な ず 、 殊 に 「 お 茶 っ この 会 」 に 
つい て は 、 参 加 で きる の は 集会 所 まで 歩い て いけ る 方 の み で あり 、 固 定 化 され て し まっ て 
いる 。 参 加 で き な い 一 人 暮らし の 方 々 は 生活 に 不安 を 感じ て いる 。 
身近 な 地区 に 集会 所 を 設置 する こと で 、 今 まで 参加 で き な か っ た 方 々 が 参加 し や すく な 
り 、 情 報 の 共有 だ け で は な く 、 い つ で も 声 を 掛け 合い 、 い ろ ん な 話 が で きる 場所 と し て の 
利用 が 期待 され る 。 

この こと は 、「 地 域 包 括 ケ ア の 構築 」、 或 い は 「 地 域 コ ミュ ニテ ィ 形 成 の 場 」 を 手助け す 
る 手段 と も な り 、 集 会 所 の 設置 が 極め て 重要 で ある 。 
つい て は 、 復 興 ま ち づ く り の 視点 か ら 、 源 水 地区 へ の 集会 所 設置 を 強く 要望 する 。 
上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 杉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 17 日 

【 提 出 先 】 農林 水産 大 臣 、 経 済 再生 担当 大 臣 、 社 会 保障 ・ 税 一 体 改 革 担 当 大 臣 

【 件 名 】 TPP 交渉 の 大 筋 合 意 に つい て に 対応 し た 農業 政策 の 確立 と 地域 経済 を 守る 
政策 の 確立 を 求め る 意見 書 


要旨 
生産 農家 が 、 将 来 に わた り 「 夢 」 と 「 希 望 」 と 「 誇 り 」 を も っ て 営農 に 取り 組め る よう 、 
農業 政策 の 確立 と 地域 経済 を 守る 政策 の 確立 を 、 強 く 要 望 す る 。 














理由 

環 太平 洋 ペ パー トナ ー シ ッ プ 、 いわ ゆる TPP 協定 に 関し 、 交渉 1 2 カ国 開 僚 会 合 に お いて 、 
協定 の 大 筋 合 意 に 至っ た と され て いる 。 
し か し な が ら 、 未 だ その 全容 は 国民 に 示さ れ て いな い 。 さらに は 、 日 本 国内 の 農林 水産 
業 分 野 で の 、 国 民生 活 へ の 、 或 い は 生産 基盤 の 弱い 地方 の 経済 や 生活 な ど へ の 大 き な 影 響 
が 懸念 され て いる 。 
つい て は 、 生 産 農家 が 、 将 来 に わた り 「 夢 」 と 「 和 希望 」 と 「 誇 り 」 を も っ て 営農 に 取り 
組め る よう 、 農 業 政策 の 確立 と 地域 経済 を る こと が 大 き な 課 題 で あり 、 政 策 の 確立 を 強 
く 要 望 する 。 




















































































































経営 安定 化 対 策 な ど 将 来 に わた っ て 再生 産 を 可能 と する 政策 の 確立 
収益 力 向 上 と 競争 力 強 化 の た め の 対 策 
国士 保全 を 含め た 農地 の 維持 管理 、 地 域 文化 の 持続 性 対策 
新た な 分 野 に 挑戦 する 付加 価値 創出 対策 

地域 や 消費 者 の 信頼 に 応え る 国産 農 畜 産物 の 和 需要 拡大 対策 
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の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





田野 畑村 








【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 
内 閣 官房 長官 、 内 閣法 制 局 長官 

【 件 名 】 安 全 保障 関連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 











去る 9 月 1 9 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 、 十 分 な 国会 審議 を 経る こと 
な く 可 決 成立 し た 。 
この 法律 は 、 安 倍 内 閣 が 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行い 、 既 存 の 
1 0 の 法律 を 一 括 し て 改正 する 平和 安全 法制 整備 法 と 新法 の 国際 平和 支援 法 で ある 。 
国会 の 審議 を 通じ て 憲法 違反 の 法律 で ある こと が 明白 と な り 、 戦 闘 地域 で の 兵 韻 活動 、 
戦乱 の 続く 地域 で の 治安 維持 活動 さら に クラ スタ ー 爆 弾 ま で 輸送 で きる と する 後方 支援 活 
動 は 憲法 が 禁じ る 武力 行使 その も の で ある 。 そ し て 圧倒 的 多数 の 憲法 学者 、 内 閣法 制 局長 
官 経験 者 等 が 、 安 全 保障 関連 法案 が 「 違 憲 」 と 断 じ し た こと は 極め て 重大 で ある 。 
各種 世論 調査 で も 、 審 議 を すれ ば する ほど 、 国 民 の 多数 が 安全 保障 関連 法案 に 「 反 対 」 
の 声 が 広がり 、「 政 府 の 説明 が 不 十 分 」 と する も の が 8 割 を こえ て いる 。 

よっ て 、 憲 法 の 根幹 に 係わる 、 こ の 法律 が 十分 な 審議 を 行う こと な く 成 立 し た こと は 極 
め て 遺 憎 で ある こと か ら 、 国 に お いて は 、 今 国会 で 成立 し た 安全 保障 関連 法 を 廃止 する よ 
う 強 く 要 望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 





























































































































































































































































































































26 




















































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 県 北 広域 振興 局長 
【 件 名 】 民 間 事 業者 に よる 産業 廃棄 物 等 最終 処分 場 建設 計画 に つい て の 意見 書 
軽米 町 早 渡 地区 に 民間 事業 者 が 計画 し て いる 産業 廃棄 物 ・ 一 般 廃棄 物 最 終 処分 場 は 、 活 
断層 の 折 爪 断層 の 近く に あり この 断層 が 活動 すれ ば 、 マ グ ニ チ ュー ド 7.7 クラ ス が 推定 さ 
れ て お り 、 碁 大 な 被害 が 生じ る 危険 性 が あり ます 。 
また 、 近 年 は 、 短 時 間 で の 記録 的 な 豪雨 が 各地 で 頻発 し 、 河 川 の 池 沙 や 土砂 災害 が 多く 
発生 し て いま す 。 
これ ら の 災害 が 発生 し て 処分 場 の 構造 物 が 損傷 し た 場合 や 、 溢 氷 に より 廃棄 物 が 拡散 す 
る な ど し た 場合 、 ど の よう el 
全 に 防ぐ こと は で きま せん 。 








汚染 
を は じ 
が 汚染 











穴水 が 計画 地 か ら 25 メー トル に ある 瀬 月 内 川 へ 流入 すれ ば 、 軽 米 町 1 万 人 及び 八戸 市 
め と する 人 戸 園 域 (7 市 町 村 で 構成 ) 約 32 万 人 、 洋 野 町 約 1 万 人 の 「 い の ちの 水 」 
され る 恐れ が あり ます 。 



































私 た ち に は 、 生 存 環境 を 未来 に 引き 継ぐ 「 未 来 責 任 」 が あり ます 。 


この こと か ら 、 現 在 の 計画 地 で の 設置 を 許可 し な いよ う 、 強 く 要 望 し 3 











Van 
Oo 


























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 院 』 義 長 、 内 閣 総 理大 臣 
【 件 名 】T PP 交渉 の 情報 公開 と PP か ら の 撤退 ・ 調 印 中 止 を 求め る 意見 書 
TTPP 参加 国 は 、10 月 5 日 に 「 大 筋 合 意 」11 月 5 日 に 「 暫 定 文書 」 を 発表 し まし た 。 
今回 の 「 合 意 」 は 、 協 定 の 内 容 に つい て 充分 に 国民 に 知ら せる こと の な いま ま に お こ な 
われ まし た 。 ま た 、 合 意 後に 臨時 国会 が 開か れず 、 国 民 的 な 論議 を つく すす 姿勢 が と られ て 
いな いこ と も 民 義 に 反する 重大 な 問題 で す 。 
「 大 筋 合 意 」 で は 、 ア メリ カ 、 オ ー ス トラ リア 産 米 合わ せ て 7.8 万 トン の 「 特 別 輸入 枠 」 





を 設定 する と し て い 
税 は 1 キ 
つい て は 
ーー スズ トラ リア 
物 も 特別 輸入 枠 が 新設 され ます 。 こ の よう に 農 
重要 5 品目 の 細目 (タリ フラ イン ) の 3 割 で 関 




















ます 事 た 、 














ニュ ー ジ ー ラ ンド に 対し て バタ 


ログ ラム あたり 最大 482 円 か ら 10 年 後に 
『 実 上 の 関 季 で や る マー クア ッ プ を 45% 削 減 し 、 乳 製 

















ー・ 脱 脂 粉乳 の 
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輸入 枠 























産品 重要 5 品 

















これ ら の 内 容 が 、 
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HH 





重要 5 











又は fF 





F 協 議 」 を 求 








へ の 


ul 


以上 の 趣旨 
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員 会 決議 」) 【 
ば ば ならない 
さら ( 
ん で いる こと は 重大 で す 。 日 
引き 下げ 、 
を 与え る だ け で な く 、 
規定 や ISDS 条 
あり ま 
これ ら の 声 に 対し て 、 政 府 
し か し 「 大 筋 合 意 」 の 内 容 が 国民 生活 
よう な 「 合 意 」 
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TPP 
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め る と し た 国会 決議 (2013 


年 4 月 18・ 

















税 を 撤廃 する と 
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日 














違反 し て いる こと は 明白 で す 。 
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日 本 を 「 存 立 危機 事態 
究 分 野 へ の 営利 
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企業 の 











項 な ど 地 
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は た だ ち に 撤回 すべ き で す 。 
印 、 批 准 は 認め られ ませ ん 。 
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本 会 決議 に 











と 。 


以上 、 地 方 E 





会 決議 
以外 の 野菜 、 果 物 や 林産 物 、 
本 の 農林 水産 業 へ の 


へ と 追い 込む も の で す 。 


域 経済 、 国 民生 活 全 般 に 


まし て で や 。 
か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 し 
ま 細 と 協定 本 文 を 速 


違反 する TPP「 大 筋 合 意 」 は 


申 有名 ! 
京 2 響 ( 


は 計り 知 


oo 





参入 、 食 の 安全 


時 Se 





し て い 
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テニ ニョ 
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譲歩 


ます 。 





生肉 の 関税 は 15 年 掛け て 38.59% か ら 9 % へ 、 朋 肉 の 関 
50 円 に 引き 下げ られ ます 。 
に つい て も アメ リカ 、 オ 


さら に 麦 に 














、 甘 味 資源 作 
する と と も に 


目 に つい て 関税 の 撤廃 は も と より 削減 され る 場合 で も 「 除 外 
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水産 物 の 98% で 関税 撤廃 に 
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本 農業 
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院 農林 水産 委 


こ 従 えば 交渉 か ら の 撤退 を し な けれ 


まで 踏み 込 
給 率 を さら に 
MK 
に 国 
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懸念 が 


ERIN 


及ぼ す 


は 「 指 摘 さ れ た 多く の 懸念 に は あたら な い 」 と し て いま す 。 
に 重大 な 不利 益 を 与え る こと が 明らか で あり 、 
この 「 合 意 」 に 基づく TPE 協 


この 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽米 町 oo 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内閣 総理 大 臣 、 外務 大 臣 、 防衛 大 臣 、 法 務 大 臣 、 
人 

【 件 名 】 安全 保障 関連 2 法 (国際 平和 支援 法 、 平 和 安 全 法制 整備 法 ) の 廃止 を 求め 
る 意見 書 





























9 月 1 9 日 参議 院 で 、 安 全 保障 関連 2 法 (国際 平和 支援 法 、 平 和 安 全 法制 整備 法 ) の 採 
決 が 強行 され まし た 。 そ の 後 、 ど の 世論 調査 で も 、「 同 法 は 違法 ある い は 反対 」 と 答え て い 
る 人 が 5 で て 6 割 、 読 売 新聞 調査 で 「 政 府 与党 の 説明 は 不 十分 」 と の 回 答 は 8 割 に も の ぼり 
ます 。 共同 通信 社 調査 で 、 安 保 法案 成立 で 「 戦 争 に 巻き 込ま れる リス ク が 高く な る 」 と い 
う 回 答 が 6 8 %、「 国 会 で の 審議 が 尽く され た と 思わ な い 」 と の 回 答 が 7 9% と 、 こ の 安全 
保障 関連 2 法 に つい て 国民 は 納得 で き な い 状態 と 言え を ます 。 ま た 、 廃 止 を 求め る 国民 の 運 
動 も 、 さ ら に 大 きく 広がっ て いま す 。 

安全 保障 関連 2 法 は 、 歴 代 の 自民 党 政権 が 二 法 上 で き な い と し て きた 集団 的 自衛 権 の 行 
使 、 戦 闘 地 域 」 で の 武器 や 燃料 な ども 補給 する 兵 間 活 動 、 戦 争 状態 の 地域 で の 治安 活動 な 
ど 、 す べ て が 憲法 第 9 条 を 踏み に し る も の で す 。 だ か ら こ そ 、 多 く の 憲 法学 者 や 元 内 閣法 
制 局長 官 、 法 律 家 ら が 繰り 返し 「 憲 法 和 違反 」 と 明快 に 述べ て いる の で す 。 
憲法 第 9 8 条 は 、 最 高 法規 で ある 憲法 に 反する 法律 は 効力 を 持た な いと し て お り 、 憲 法 
反 の 安全 保障 関連 2 法 は 廃止 以外 に あり ませ ん 。 

戦後 7 0 年 、 戦 争 で 多く の 戦死 者 を 出し た こと を 忘れ て は いけ な い 。 い まこ そ 、 戦 争 へ 
の 道 を くい と め 、 憲 法 第 9 条 で 世界 に 不 戦 を 誓っ た 平和 へ の 日 本 の 歩み を すす め る と き で 
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よっ て 、 下 記 の 事項 を 強く 求め ます 。 





記 
1 安全 保障 関連 2 法 (平和 安全 法制 整備 法 及び 国際 平和 支援 法 ) を 廃止 する こと 。 
2 政府 は 憲法 を 守り 生か し 、 武 力 に よら な い 恒 久 平 和 の 実現 に 向け 全力 を 尽く すこ と 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





軽米 町 








【 議 決 年 月 日 】 平 
【 提 出 先 】 衆 議 
【 件 i Wa 

















余儀 な くさ れ 消 
高齢 者 、 中 小 業 者 も ぎり ぎり の 4 
の 声 が 大 きく 広がっ て い 

し か し 、2 0 1 7 年 4 月 か ら の 消費 税 1 0% へ の } 
関係 な く 強 行 さ れ よ うと し て いま 











暮らし の 状況 に 
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= 美 Rc 応 
長 、 参議 宛 識 





議長 、 内 闘 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 


消費 税 8 % 増 税 は 、 ア ベ ノ ミ クス の 円 安 誘 間 に よ る 物 人 


費 の 落ち 込み で 経済 も 低迷 し て い ョ a 














一 方 で 医療 ・ 





ます 。 
































介護 の 負担 } 











そもそも 税制 は 
高め 、 地 域 の 経済 を 活性 化 さ せ 、 内 和 需 
税 す る 必要 は あり ませ ん 。 国 





くだ さい 。 


以上 の 趣旨 か ら 、 下 記 の 事項 を 求め a 














1 | 






































E 活 を 強い られ て い 


年 金 制度 も 後退 
、 所 得 や 資産 の 能力 に 応じ た 改革 こ 








民 の 





i 費 税 増税 を 撤回 




















以上 、 地 方 自 ? 






































主導 に 
』 実 な 生活 


ます 。 
記 
TTT 


ロ 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 











NRN 


























に ます 。 
E す 。「 こ れ 以 上 の 















































PN 






































そ が 必要 で す 。 国民 の 消 
転換 する 経済 政策 を すす め れ ば 、 消 * 
忠 と 声 を 受け 止め 、 消 費 税 増 




































































市 町 村 議 会 名 








軽米 町 























意見 書 の 内 容 

【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 

内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 
【 件 名 】 こども 医療 費 無料 化 と 国民 健康 保険 国庫 負担 金 の 減額 の ペナ ル テ ィ を 廃止 

する こと を 求め る 意見 書 
少子 化 の 進行 は いっ そう の 人 口 減少 を も た らし 、 社 会 経済 や 社会 保障 に 影響 を 及ぼ す と 
と も に 、 未 来 を 担う 子ども た ちの 健全 な 成長 に も 大 き な 影 響 を 及ぼ すこ と が 懸念 され る 。 
その た め 本 町 で は きび し い 財 政 状況 な が ら 、 こ ども 医療 費 を 1 8 歳 ま で 無料 化 に し 、 子 育 








て し や すい 環境 づく り に 努力 し て いる 。 

子育て 家庭 の 経済 的 負担 を 軽減 する こと は 、 少 子 化 対策 の 重要 施策 と 捉え 、 す べ て の 都 
道府県 で こども 医療 費 へ の 補助 を 実施 し て いる 。 し か し 国 に お いて は 、 な ん ら か の 措置 も 
講じ しら れ な い 。 早 急 な 実現 を 求め る も の で ある 。 
また 、 医 療 費 助成 に 現物 給付 を 導入 すれ ば 国 か ら 国 民 健 康 保険 国庫 負担 金 が 減額 され る 
べ ベ ナ ル ティ が ある 。 

な ぜ 国 は 、 少 子 高齢 化 対策 に 努力 し て いる 自治 体 に べ ナ ル テ ィ を 課す の か 。 今 や や 日 本 人 
の 人 口 問題 は 喫緊 の 課題 で やり 、 だ か ら こ そ 国 も 少子 化 対 策 大 臣 を 配置 し 、 子 育て し や す 
い 環 境 づ くり に 力 を 入れ 、 人 口 減少 を くい と め よ うと し て いる の で は な いか 。 ペ ナル ティ 
を 課す 行為 は 、 少 子 化 対策 に 相反 する こと で ある 。 

以上 の こと か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 、 強 く 要 望 する 。 
















































































































































































































































































1 こども 医療 費 の 無料 化 を する こと 。 
2 医療 費 助成 の 現物 給付 の 実施 に 伴う 国民 健康 保険 国庫 負担 金 の 減額 の べ ナ ル テ ィ を 廃 
止 す る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








野 田 村 








3 国 に お いて 、 ワ ウイ ルス 性 肝 

















【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 11 日 
出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 厚 


名 】 ウ イル ス 性 肝炎 患者 に 対す る 医療 費 助成 の 拡充 を 求め る 意見 書 





炎 、 特 に B 型 ・C 型 肝炎 の ! 














れる の ほど 尊 V 延 し よ 、 国 の 責め に 帰 























イル ス 感 染 者 給付 に 
明確 に な っ て い 

































































特別 措置 法 」 で も 確認 され て いる と ころ あり 、 国 











ウイ ルス 必 大 に 














で ある イン ター フェ 
療 費 助成 の 対象 か ら 外 れ て 
担 す ざる 得 な い だ け で な く 、 









































MM 








療 費 助成 は 、 現 在 肝炎 治療 特 
C 型 肝炎 ウイ ルス の 減少 を 















































患者 が 合計 350 万 人 以上 と さ 
すべ き 事 由 等 に CN 

E フ ィ ブ リノ ゲン 製剤 及び 特定 血液 凝固 第 
型 肝炎 感染 被害 者 を 救済 する た め の 給 付 金 の 支給 に 関す る 特 


| に よる C 
型 肝 炎 ウ 















































ン 治 療 と B 型 肝炎 の 核酸 アナ ログ 製剤 治療 
\ る 患者 が 相当 数 に の ぼる 。 特に 、 
就労 不能 の 方 も 多く 、 生 活 
T 硬 変 を 中 心 と する 肝 疾 患 も 身体 障害 者 福祉 法 上 の 
医学 上 の 認定 基準 が きわ め て 厳 



































oie し て いな いと の 指 
他方 、 特 定 B 型 



































変 ・ 肝 が ん 患者 は 、 毎 日 












































ウイ ルス 性 肝硬変 ・ 肝 が ん 
福祉 法 上 の 肝 機 能 障害 
骨 度 に する こと 












































た 実 放 が 報告 さ れる な ど 、 現 在 の 制度 は 
引 摘 が な され て いま す 。 

人 米 ウ イル ス 感 染 者 給付 金 等 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 の 第 
「 と り わ け 肝 硬 変 及び 肝 が ん の 患 
り | ee こと 」 と の 附帯 決議 が な され た 。 し か し 、 国 
医療 費 助 成 を 含む 生活 支援 に つい て 、 何 ら 新 た な 具体 的 

















120 人 以上 の 方 が 亡くな っ て お り 、 
予 も な い 課題 で あや り ます 。 
i 


記 


に 係る 医療 費 助 成 制 度 を 創設 
る 

















ヨ 治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 























法 的 責任 は 





人 事業 と し て 実施 され 
的 と し た 抗 ウ イル ス 療 法 
に 限定 され て いる た め 医 
寺 硬 変 ・ 肝 が ん 者 は 高額 の 
NE 








障害 者 手帳 ) 
し いた め 、 亡 く く な る 直前 で な 


























者 に 対す る 医療 費 























、 肝 人 炎 患 者 に 対す る 生 





! 定 時 (平成 
助成 を 含む 支援 の 在 
に お いて は 肝硬変 ・ 
W 置 を 講じ て 























医療 費 助 成 を 含む 生活 


: 準 を 緩和 し 、 愚 者 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 11 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 

【 件 名 】 子 ども の 医療 費 無料 化 と 国民 健康 保険 財政 調整 交付 金 削減 の ぺ ペナルティ を 
や め る こと に つい て の 意見 書 








少子 化 の 進行 は いっ そう の 人 口 減少 を も た らし 、 和 社会 経済 や 社会 保障 に 影響 を 及ぼ す と 
と も に 、 未 来 を 担う 子供 た ちの 健全 な 成長 に も 大 き な 影 響 を 及ぼ すこ と が 影響 され て いる 。 
その た め 本 村 で は 厳し い 財 政 状 況 な が ら 、 子供 の 医療 費 を 高校 生ま で 無料 に し 、 子 育て し 
や すい 環境 づく り に 努力 し て いる 。 

子育て 家庭 の 経済 的 負担 を 軽減 する こと は 、 少 子 化 対策 の 重要 政策 と と ら え 、 す べ て の 
都 道 府 県 で 子ども の 医療 費 へ の 補助 を 実施 し て いる 。 し か し 国 に お いて は 、 何 ら の 措置 も 
講じ し られ て いな い 。 早急 な 実現 を 求め る も の で ある 。 
また 、 現 物 給 付 方 式 を 導入 すれ ば 国 か ら 国 民 健 康 保険 財政 調整 交付 金 が 削減 され る ペナ 
ル テ ィ が ある 。 な ぜ 国 は 、 少 子 化 対策 に 努力 し て いる 自治 体 に べ ナ ル テ ィ を 課す の か 。 い 
まや 日 本 の 人 口 問題 は 喫緊 の 課題 で も やり 、 だ か ら こ そ 国 も 少子 化 担当 大 臣 を 配置 し 、 子 育 
て し や すい 環境 づく り に 力 を 入れ 、 人 口 減少 を くい と め よ うと し て いる の で は な いか 。 ペ 
ナル ティ を 課す 行為 は 、 少 子 化 対策 に 相反 する こと で ある 。 

以上 の こと か ら 、 下 記事 項 に つい て 強く 要望 する 。 

記 
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1 子ども の 医療 費 を 無料 化す る こと 。 
2 現物 給付 方 式 に 対す る 国民 健康 保険 財政 調整 交付 金 削減 の べ ナ ル テ ィ を 廃止 する こ 
と 。 





















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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a 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 











ea 
【 件 名 】 ヘ イト スピ ー チ を 禁止 する 法律 の 制定 を 求め る 意見 書 
昨今 、 一 部 の 国 や 民族 ある い は 特定 の 国籍 の 外国 人 を 排 床 する 趣旨 の 言動 、 い わ ゆ る へ 


イト スピ ー チ が 大 き な 社 会 問題 と な っ て いま す 。 


平成 



























































26 年 7 月 に 、 国 際 連 合 の 自由 権 規約 委員 会 は 、「 あ ら ゆ る 形態 の 人 種差 別 の 撤廃 に 






































関す る 国際 条約 (人 種差 別 撤廃 条約 )」 上 の 人 種差 別に 該当 する 差別 的 言動 の 広がり に 懸念 


を 示し 、 


























日 本 政府 に 対 し 、 こ の よう な 差別 的 言動 に 対処 する 措置 を 採る べき と の 勧告 を 出 























し まし た 。 さ ら に 、 同 年 8 月 に は 、 国 際 連 合 の 人 種差 別 撤廃 要員 会 も 、 日 本 政府 に 対し 、 
法 で 規制 を 行う な ど ヘ イト スピ ー チ へ の 適切 な 対処 に 取り 組む こと を 強く 求め る 勧告 を 行 
いま し た 。 

人 種 や 民族 、 国 籍 等 の 違い か ら 生 じ る 差別 は 決し て 許さ れる も の で は な く 、 国 際 社 会 に 
お ける わが 国 へ の 信頼 を 失う こと に も な りか ね な いこ と か ら 、 早 急 に 対応 する こと が 必要 





で 


















































よっ て 、 国 に お いて は 、 差 別 の な い 社 会 の 実現 へ 向け 、 以 下 の 事項 を 実現 する よ う 要 望 





し まず 。 


1 へ ヘイ トス ピー チ を 禁止 する 法律 を 制定 する こと 。 
2 人 種差 別 撤廃 条約 4 条 (a) 及 び (b) に 


以上 、 

















記 











関し 、 そ の 留保 を 撤回 する こと 。 
































地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 12 月 17 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 


る 意見 書 


名 】 安全 保障 関連 2 


参議 院 ま 

















去る 9 月 19 日 、 参議 院 本 会 議 ( 








開 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 外 務 大 臣 
法 (国際 平和 支援 法 、 平 和 安 全 法制 整備 法 ) の 廃止 を 求め 











平和 安全 法 





千 際 平和 支援 法 、 























制 整備 法 ) が 、 



































一 戸町 議会 で 


、 平 成 27 年 6 月 9 











ei et 











こ お い て 安全 保障 関連 2 法 ( 
ME と な く 強行 採決 され まし た 。 
日 付け で 政府 に 対し 「 国 
出し て お り ま す 。 














i 





際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 


























その 中 で 、 国 民 的 議論 な きま ま に 提 出さ れ た 「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整 








備 法 」 を 撤回 また は 廃案 と し 、 
と と ら え 、 国 民 の 意見 を 真 黄 な 態度 で くみ 取り 、 十 分 な 議論 















































と を 要望 し まし た 。 

















安全 保障 関連 法 の 整備 が 























これ ら の 法律 は 、 歴 代 の 自民 党 政 権 が 二 法 上 で き な い と し て きた 集団 的 自衛 権 の 行 
容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行い 、 戦 闘 地 域 で の 兵 
動 な ど を 行え る と する 法律 で あり 、 憲 法 が 禁じ る 武力 行使 その も の を 認め る 法律 で す 。 
ある い は 反対 と 答え て いる 人 が 5 で 6 割 、 
# 解 が 十分 に 得 ら れ て いる と は 思え 
































各種 世論 調査 で も 、 














これ ら の 法律 は 違憲 、 
府 は 説明 不足 と の 回 答 が 8 割 を 超え て お り 、 国 民 の 

















疾 活 動 、 



































羽 の あり 方 の 変更 を 伴う 重要 事項 








尽く し た うえ で 決定 する こ 














使 を 

















戦争 状態 の 地域 で の 治安 維持 活 


















































格 

















せん 。 また 、 


多く の 憲法 学者 や 内 閣法 制 局 長官 

































































mi 


国民 多数 の 反対 の 声 を 踏み に じ り 
E が 十分 な 審議 を 行う こと な く 成 立 し た こと は 極め て 遺 


断 じ し た こと は 極め て 重大 で す 。 


傘 験 者 が 、 こ れ ら の 法律 は 











、 憲 法 の 立憲 主義 を 否定 



































以上 の こと か ら 、 以 下 の ョ 


安全 保障 関連 2 法 ( 国 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 














際 平 和 支 援 法 、 平 


ほ 項 を 実現 する よう 要望 し ま 





























の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提 


























ご 昌 吐 


「 憲 法 違 反 」 





し 、 憲 法 の 根幹 に か か わる 法 


懐 で す 。 








才 
Da 
半 
時 
較 


i 法 ) を 廃止 する こと 。 




















上 し 








す 。 


Qc 
7T 





35 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








本 





0 
【 提 出 先 】 衆 議 


【 件 PIE 


長 、 参議 院 


筋 合 意 


に 関す る 意見 書 























H 5 日 、TPP 協定 交渉 の 参加 12 か 国 
に 持 り まし た 。 


























議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 




















i 本 町 の 基幹 産業 で ある 農業 に 
され 、 農 業者 の 不安 が 強い こと か ら 、 本 町 議会 に 
う 強 く 政 府 に 求め て きた と ころ で あり ます 。 

















お いて は 、 





E 要 5 項 








産物 








今般 の 合意 に お いて は 、 聖 域 と し て きた 農 
する 交渉 の 中 で 例外 を 数 多く 確保 し た と の 牙 
を 大 幅 に 肖 
あり ます 。 

この た め 、 農 業者 や 関係 団 

り 、 関 連 産 業 へ 甚大 な 影響 
よっ て 。 
十分 に 踏ま える 、 






















































































は じ め 広 く 国 





体 等 を 
を 及ぼ す の で は な 



































に お か れ て は 、TPP 協定 の 地域 経済 に 












































記 




















1 合意 内 容 の 詳細 に つ 国民 の 
































| 減 す る な ど 、 極 め て 厳し い 内 容 で あり 、 農 業 の 根幹 を 挿 


民 か ら 、TPP 協 
\ か と の 不安 と 懸念 の 声 が 高 ま 


TPP 協 


に つい て 、 関 税 撤廃 を 原 

















こ 、 国 民生 活 や 地域 経済 に 与え る 具 
表す る こと 。 


会 審議 を 十分 


























か つ 、 正 
2 合意 

















2 


容 に つい て 国 
准 し な いこ と 。 

意欲 ある 農 
た め に 万 全 


こ 尽 くす と と も に 




















業 の 担い 手 が 希 望 を も っ て 営農 で きる よう 、 
内 対策 を 講じ る こと 。 
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の 国 















































治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 

















以上 、 地 方 E 


本 的 





時 





また 、 





Qar( 
TT 
o 





呈 2 女 | 
影響 に 


長官 、 


は 、 ア メリ カ で 開催 され た 閲 僚 会 合 で 


E 大 な 影響 を 


ニニ シン すさ 





けけ 見解 が 示さ れ て いる が 、 
る が し か ね な いも の で 





に 与え る 多大 な 影響 と 地方 の 悲痛 な 声 を 
誠実 に 対応 する よう 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 いた し ます 。 


理解 が 得 ら れる よう 、 政 府 の 責任 と し て 、 十 分 な 情 
つい て 、 





和民 合 意 が 








食 の 安全 ・ 安 


農林 水産 大 臣 





及ぼ すこ と が 懸 信 
交渉 に 参加 し な いよ 

















則 と 
牛肉 や 豚肉 の 関税 














速やか に 


きら れ な いま ま に 批 


い を 守る 
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